
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　出力光が出射される前端面を有する半導体レーザと、
　前記半導体レーザを収容するパッケージと、
　前記出力光が入射する端部を有する光ファイバと、
　前記半導体レーザから前記光ファイバを通過して延びる前記出力光の光路に配置され、
所定の反射中心波長を有し、前記出力光の一部を前記半導体レーザに向かって帰還させる
第１の光帰還部と、
　前記光路に前記第１の光帰還部から離間して配置され、前記第１の光帰還部の反射中心
波長において反射率を有し、前記出力光の一部を前記半導体レーザに向かって帰還させる
少なくとも１つの第２の光帰還部と
を備え、
　前記第１及び第２の光帰還部は前記パッケージの外部に配置され、かつ、前記半導体レ
ーザの後端面から、前記第１及び第２の光帰還部のうちいずれかの中心位置までの前記出
力光の光路に沿ってみた距離が１０ｃｍ以上である

ことを特徴
とする半導体レーザモジュール。
【請求項２】
　前記第２の光帰還部が、所定の反射中心波長を有することを特徴とする請求項１に記載
の半導体レーザモジュール。
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【請求項３】
　前記第１及び第２の光帰還部は、前記光ファイバに設けられていることを特徴とする請
求項２に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項４】
　前記第２の光帰還部は、前記第１の光帰還部の反射特性における半値全幅の波長範囲内
では前記第１の光帰還部の最大反射率以下となる反射率を有することを特徴とする請求項
３に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項５】
　前記第１の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティング
であることを特徴とする請求項３又は４に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項６】
　前記第２の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティング
であることを特徴とする請求項５に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項７】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部のそれぞれは、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレ
ーティングであることを特徴とする請求項５に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項８】
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザから前記第１の光帰還部よりも離れて配置さ
れていることを特徴とする請求項４に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項９】
　前記第２の光帰還部の反射特性における半値全幅は、前記第１の光帰還置の反射特性に
おける半値全幅以上であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項１０】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前
記光路の領域に互いに離れて配列され、
　前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に遠くに位置する
第２の光帰還部の最大反射率は、近くに位置する第２の光帰還部の最大反射率以下である
ことを特徴とする請求項４に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項１１】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は、前記第１の光帰還部における反射
特性の半値全幅以上であり、
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前
記光路の領域に互いに離れて配列され、
　前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に遠くに位置する
第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は、近くに位置する第２の光帰還部における
反射特性の半値全幅以上であることを特徴とする請求項４に記載の半導体レーザモジュー
ル。
【請求項１２】
　前記第１の光帰還部の反射中心波長と前記第２の光帰還部の反射中心波長との差が２ｎ
ｍ以内であることを特徴とする請求項２乃至 に記載の何れかの半導体レーザモジュー
ル。
【請求項１３】
　前記第１の光帰還部の反射中心波長と前記第２の光帰還部の反射中心波長との差が０．
５ｎｍ以内であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項１４】
　前記光ファイバには、前記半導体レーザと前記第１の光帰還部又は前記第２の光帰還部
との間に前記出力光の偏波変動を防止する偏波変動防止手段が設けられていることを特徴
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とする請求項１乃至 に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項１５】
　前記偏波変動防止手段は複屈折ファイバであることを特徴とする請求項 に記載の半
導体レーザモジュール。
【請求項１６】
　前記半導体レーザの発振波長は９８０ｎｍ帯であることを特徴とする請求項１乃至
に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項１７】
　前記半導体レーザの発振波長は、前記第１の光帰還部の反射中心波長で決まることを特
徴とする請求項１乃至 に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項１８】
　前記第１の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティング
であり、
　前記第２の光帰還部は、前記光ファイバに設けられた誘電体多層膜からなることを特徴
とする請求項１に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項１９】
　前記第２の光帰還部は、前記第１の光帰還部の反射特性における半値全幅の波長範囲内
では前記第１の光帰還部の最大反射率以下となる反射率を有することを特徴とする請求項

に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項２０】
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザから前記第１の光帰還部よりも離れて配置さ
れていることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項２１】
　前記光ファイバには、前記半導体レーザと前記第１の光帰還部又は前記第２の光帰還部
との間に前記出力光の偏波変動を防止する偏波変動防止手段が設けられていることを特徴
とする請求項 乃至 に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項２２】
　前記偏波変動防止手段は複屈折ファイバであることを特徴とする請求項 に記載の半
導体レーザモジュール。
【請求項２３】
　前記半導体レーザの発振波長は９８０ｎｍ帯であることを特徴とする請求項 乃至

に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項２４】
　パッケージ内に収容され、出力光が出射される前端面を有する半導体レーザと、
　前記パッケージの一側壁に取り付けられ、前記出力光が入射する一端部を有し、前記出
力光を前記パッケージの外部に導出する光ファイバと、
　前記パッケージの外部にて前記半導体レーザから前記光ファイバを通過して延びる前記
出力光の光路に配置され、所定の反射中心波長を有し、前記出力光の一部を前記半導体レ
ーザに向かって帰還させる第１の光帰還部と、
　前記パッケージの外部にて前記光路に前記第１の光帰還部から離間して配置され、前記
第１の光帰還部の反射中心波長において反射率を有し、前記半導体レーザの出力光が安定
化されるように前記半導体レーザに前記出力光の一部を帰還させる少なくとも１つの第２
の光帰還部とを備え、
　前記半導体レーザの後端面から、前記第１及び第２の光帰還部のうちいずれかの中心位
置までの前記出力光の光路に沿ってみた距離が１０ｃｍ以上である

ことを特徴とする半導体レーザモジュール。
【請求項２５】
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザの出力光のコヒーレンシーを低下させるよう
に前記半導体レーザに出力光を帰還させることを特徴とする請求項 に記載の半導体レ
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ーザモジュール。
【請求項２６】
　前記第２の光帰還部は、前記第１の光帰還部の反射特性における半値全幅の波長範囲内
では前記第１の光帰還部の最大反射率以下の反射率を有することを特徴とする請求項
又は に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項２７】
　前記第１の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティング
であることを特徴とする請求項 乃至 に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項２８】
　前記第２の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティング
であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項２９】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部のそれぞれは、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレ
ーティングであることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項３０】
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザから前記第１の光帰還部よりも離れて配置さ
れていることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項３１】
　前記第２の光帰還部は所定の反射中心波長を有し、
　前記第２の光帰還部の反射特性における半値全幅は、前記第１の光帰還部の反射特性に
おける半値全幅以上であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール
。
【請求項３２】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前
記光路の領域に互いに離れて配列され、
　前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に遠くに位置する
第２の光帰還部の最大反射率は、近くに位置する第２の光帰還部の最大反射率以下である
ことを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項３３】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部は所定の反射中心波長を有し、
　前記第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は、前記第１の光帰還部における反射
特性の半値全幅以上であり、
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前
記光路の領域に互いに離れて配列され、
　前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に遠くに位置する
第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は、近くに位置する第２の光帰還部における
反射特性の半値全幅以上であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュ
ール。
【請求項３４】
　前記光ファイバには、前記半導体レーザと前記第１の光帰還部又は前記第２の光帰還部
との間に前記出力光の偏波変動を防止する偏波変動防止手段が設けられていることを特徴
とする請求項 に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項３５】
　前記偏波変動防止手段は複屈折ファイバであることを特徴とする請求項 に記載の半
導体レーザモジュール。
【請求項３６】
　前記半導体レーザの発振波長は９８０ｎｍ帯であることを特徴とする請求項
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に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項３７】
　前記半導体レーザの発振波長は、前記第１の光帰還部の反射中心波長で決まることを特
徴とする請求項 に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項３８】
　出力光が出射される前端面を有する半導体レーザと、
　前記半導体レーザを収容するパッケージと、
　前記出力光が入射する端部を有する光ファイバと、
　前記半導体レーザから前記光ファイバを通過して延びる前記出力光の光路に配置され、
所定の反射中心波長を有し、前記出力光の一部を前記半導体レーザに向かって帰還させる
第１の光帰還部と、
　前記光路に前記第１の光帰還部から離間して配置され、前記第１の光帰還部の反射中心
波長と同一の反射中心波長を有し、前記出力光の一部を前記半導体レーザに向かって帰還
させる少なくとも１つの第２の光帰還部と
を備え、
　前記第１及び第２の光帰還部は前記パッケージの外部に配置され、かつ、前記半導体レ
ーザの後端面から、前記第１及び第２の光帰還部のうちいずれかの中心位置までの前記出
力光の光路に沿ってみた距離が１０ｃｍ以上である

こと
を特徴とする半導体レーザモジュール。
【請求項３９】
　前記第１及び第２の光帰還部は、前記光ファイバに設けられていることを特徴とする請
求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項４０】
　前記第２の光帰還部は、前記第１の光帰還部の反射特性における半値全幅の波長範囲内
では前記第１の光帰還部の最大反射率以下となる反射率を有することを特徴とする請求項

に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項４１】
　前記第１の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティング
であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項４２】
　前記第２の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティング
であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項４３】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部のそれぞれは、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレ
ーティングであることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項４４】
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザから前記第１の光帰還部よりも離れて配置さ
れていることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項４５】
　前記第２の光帰還部の反射特性における半値全幅は、前記第１の光帰還置の反射特性に
おける半値全幅以上であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール
。
【請求項４６】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前
記光路の領域に互いに離れて配列され、
　前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に遠くに位置する
第２の光帰還部の最大反射率は、近くに位置する第２の光帰還部の最大反射率以下である
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ことを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュール。
【請求項４７】
　２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、
　前記第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は、前記第１の光帰還部における反射
特性の半値全幅以上であり、
　前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前
記光路の領域に互いに離れて配列され、
　前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に遠くに位置する
第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は、近くに位置する第２の光帰還部における
反射特性の半値全幅以上であることを特徴とする請求項 に記載の半導体レーザモジュ
ール。
【請求項４８】
　前記光ファイバには、前記半導体レーザと前記第１の光帰還部又は前記第２の光帰還部
との間に前記出力光の偏波変動を防止する偏波変動防止手段が設けられていることを特徴
とする請求項 乃至 に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項４９】
　前記偏波変動防止手段は複屈折ファイバであることを特徴とする請求項 に記載の半
導体レーザモジュール。
【請求項５０】
　前記半導体レーザの発振波長は９８０ｎｍ帯であることを特徴とする請求項 乃至

に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【請求項５１】
　前記半導体レーザの発振波長は、前記第１の光帰還部の反射中心波長で決まることを特
徴とする請求項 乃至 に記載の何れかの半導体レーザモジュール。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、半導体レーザモジュールに関する。
【０００２】
【従来の技術】
光通信の分野においては、伝送する情報の大容量化を目指して波長分割多重伝送方式 (WDM
: avelength ivision ultiplexing)による光伝送方式が発展しており、特に北米を中
心として加速的に伸びている。
このＷＤＭ方式で用いる光ファイバアンプの励起光源として、１４８０，９８０ｎｍ帯域
のポンプ半導体レーザの需要が高まっている。特に、１４８０ｎｍ帯域では波長合成、９
８０ｎｍ帯域ではゲインプロファイルの平坦化、をそれぞれ図るため、ファイバブラッグ
グレーティング（以下、単に「ＦＢＧ」という）を用いて半導体レーザモジュールにおけ
る出射光の波長を安定させるの必要性が高まっている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、上記半導体レーザモジュールでは、例えば光ファイバアンプの出力制御を図る
うえで、半導体レーザにおけるレーザ出力、例えば前方からの出力光、もしくは後方のモ
ニタ光の不安定性が問題となっている。特に、上記半導体レーザモジュールでは、ＦＢＧ
を用いて波長の安定化を図ると、レーザ出力が一層不安定になるという問題がある。
【０００４】
本発明は上記の点に鑑みてなされたもので、レーザ出力を安定させることができる半導体
レーザモジュールを提供することを目的とする。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するため本願発明においては、出力光が出射される前端面を有する半導
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体レーザと、前記半導体レーザを収容するパッケージと、前記出力光が入射する端部を有
する光ファイバと、前記半導体レーザから前記光ファイバを通過して延びる前記出力光の
光路に配置され、所定の反射中心波長を有し、前記出力光の一部を前記半導体レーザに向
かって帰還させる第１の光帰還部と、前記光路に前記第１の光帰還部から離間して配置さ
れ、前記第１の光帰還部の反射中心波長において反射率を有し、前記出力光の一部を前記
半導体レーザに向かって帰還させる少なくとも１つの第２の光帰還 とを備え、前記第１
及び第２の光帰還部は前記パッケージの外部に配置され、かつ、前記半導体レーザの後端
面から、前記第１及び第２の光帰還部のうちいずれかの中心位置までの前記出力光の光路
に沿ってみた距離が１０ｃｍ以上である

構成としたのである
（請求項１）。
　請求項２の本願発明は、前記第２の光帰還部が、所定の反射中心波長を有することを特
徴としている。
　請求項３の本願発明は、前記第１及び第２の光帰還部は、前記光ファイバに設けられて
いることを特徴としている。
　請求項４の本願発明は、前記第２の光帰還部が、前記第１の光帰還部の反射特性におけ
る半値全幅の波長範囲内では前記第１の光帰還部の最大反射率以下となる反射率を有する
ことを特徴としている。
　請求項５の本願発明は、前記第１の光帰還部が、前記光ファイバに形成されたファイバ
ブラッググレーティングであることを特徴としている。
　請求項６の本願発明は、前記第２の光帰還部が、前記光ファイバに形成されたファイバ
ブラッググレーティングであることを特徴としている。
　請求項７の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部の
それぞれは、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティングであることを
特徴としている
　請求項 の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザから前記第１の光帰
還部よりも離れて配置されていることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記第２の光帰還部の反射特性における半値全幅は、前記第１
の光帰還置の反射特性における半値全幅以上であることを特徴としている。
　請求項１ の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部
は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前記光路の領域に互いに
離れて配列され、前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に
遠くに位置する第２の光帰還部の最大反射率は、近くに位置する第２の光帰還部の最大反
射率以下であることを特徴としている。
　請求項１ の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部
における反射特性の半値全幅は、前記第１の光帰還部における反射特性の半値全幅以上で
あり、前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れ
た前記光路の領域に互いに離れて配列され、前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の
光帰還部からみて相対的に遠くに位置する第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は
、近くに位置する第２の光帰還部における反射特性の半値全幅以上であることを特徴とし
ている。
　請求項１ の本願発明は、前記第１の光帰還部の反射中心波長と前記第２の光帰還部の
反射中心波長との差が２ｎｍ以内であることを特徴としている。
　請求項１ の本願発明は、前記第１の光帰還部の反射中心波長と前記第２の光帰還部の
反射中心波長との差が０．５ｎｍ以内であることを特徴としている。
　請求項１ の本願発明は、前記光ファイバには、前記半導体レーザと前記第１の光帰還
部又は前記第２の光帰還部との間に前記出力光の偏波変動を防止する偏波変動防止手段が
設けられていることを特徴としている。
　請求項１ の本願発明は、前記偏波変動防止手段は複屈折ファイバであることを特徴と
している。
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　請求項１ の本願発明は、前記半導体レーザの発振波長は９８０ｎｍ帯であることを特
徴としている。
　請求項１ の本願発明は、前記半導体レーザの発振波長は、前記第１の光帰還部の反射
中心波長で決まることを特徴としている。
　請求項１ の本願発明は、前記第１及び第２の光帰還部は、前記光ファイバに設けられ
ていることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記第１の光帰還部の反射特性にお
ける半値全幅の波長範囲内では前記第１の光帰還部の最大反射率以下となる反射率を有す
ることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザから前記第１の光
帰還部よりも離れて配置されていることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記光ファイバには、前記半導体レーザと前記第１の光帰還
部又は前記第２の光帰還部との間に前記出力光の偏波変動を防止する偏波変動防止手段が
設けられていることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記偏波変動防止手段は複屈折ファイバであることを特徴と
している。
　請求項 の本願発明は、前記半導体レーザの発振波長は９８０ｎｍ帯であることを特
徴としている。
　また、上記目的を達成するため本願発明においては、パッケージ内に収容され、出力光
が出射される前端面を有する半導体レーザと、前記パッケージの一側壁に取り付けられ、
前記出力光が入射する一端部を有し、前記出力光を前記パッケージの外部に導出する光フ
ァイバと、前記パッケージの外部にて前記半導体レーザから前記光ファイバを通過して延
びる前記出力光の光路に配置され、所定の反射中心波長を有し、前記出力光の一部を前記
半導体レーザに向かって帰還させる第１の光帰還部と、前記パッケージの外部にて前記光
路に前記第１の光帰還部から離間して配置され、前記第１の光帰還部の反射中心波長にお
いて反射率を有し、前記半導体レーザの出力光が安定化されるように前記半導体レーザに
前記出力光の一部を帰還させる少なくとも１つの第２の光帰還部とを備え、前記半導体レ
ーザの後端面から、前記第１及び第２の光帰還部のうちいずれかの中心位置までの前記出
力光の光路に沿ってみた距離が１０ｃｍ以上である

構成とし
たのである（請求項２ ）。
　請求項２ の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザの出力光のコヒー
レンシーを低下させるように前記半導体レーザに出力光を帰還させることを特徴としてい
る。
　請求項２ の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記第１の光帰還部の反射 性にお
ける半値全幅の波長範囲内では前記第１の光帰還部の最大反射率以下の反射率を有するこ
とを特徴としている。
　請求項２ の本願発明は、前記第１の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイ
バブラッググレーティングであることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイ
バブラッググレーティングであることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部
のそれぞれは、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティングであること
を特徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザから前記第１の光
帰還部よりも離れて配置されていることを特徴としている。
　請求項３ の本願発明は、前記第２の光帰還部は所定の反射中心波長を有し、前記第２
の光帰還部の反射特性における半値全幅は、前記第１の光帰還部の反射特性における半値
全幅以上であることを特徴としている。
　請求項３ の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部
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は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前記光路の領域に互いに
離れて配列され、前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に
遠くに位置する第２の光帰還部の最大反射率は、近くに位置する第２の光帰還部の最大反
射率以下であることを特徴としている。
　請求項３ の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部
は所定の反射中心波長を有し、前記第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は、前記
第１の光帰還部における反射特性の半値全幅以上であり、前記第２の光帰還部は、前記半
導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前記光路の領域に互いに離れて配列
され、前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に遠くに位置
する第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は、近くに位置する第２の光帰還部にお
ける反射特性の半値全幅以上であることを特徴としている。
　請求項３ の本願発明は、前記光ファイバには、前記半導体レーザと前記第１の光帰還
部又は前記第２の光帰還部との間に前記出力光の偏波変動を防止する偏波変動防止手段が
設けられていることを特徴としている。
　請求項３ の本願発明は、前記偏波変動防止手段は複屈折ファイバであることを特徴と
している。
　請求項３ の本願発明は、前記半導体レーザの発振波長は９８０ｎｍ帯であることを特
徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記半導体レーザの発振波長は、前記第１の光帰還部の反射
中心波長で決まることを特徴としている。
　また、上記目的を達成するため本願発明においては、出力光が出射される前端面を有す
る半導体レーザと、前記半導体レーザを収容するパッケージと、前記出力光が入射する端
部を有する光ファイバと、前記半導体レーザから前記光ファイバを通過して延びる前記出
力光の光路に配置され、所定の反射中心波長を有し、前記出力光の一部を前記半導体レー
ザに向かって帰還させる第１の光帰還部と、前記光路に前記第１の光帰還部から離間して
配置され、前記第１の光帰還部の反射中心波長と同一の反射中心波長を有し、前記出力光
の一部を前記半導体レーザに向かって帰還させる少なくとも１つの第２の光帰還部とを備
え、前記第１及び第２の光帰還部は前記パッケージの外部に配置され、かつ、前記半導体
レーザの後端面から、前記第１及び第２の光帰還部のうちいずれかの中心位置までの前記
出力光の光路に沿ってみた距離が１０ｃｍ以上である

構成と
したのである（請求項 ）。
　請求項 の本願発明は、前記第１及び第２の光帰還部は、前記光ファイバに設けられ
ていることを特徴としている。
　請求項４ の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記第１の光帰還部の反射特性にお
ける半値全幅の波長範囲内では前記第１の光帰還部の最大反射率以下となる反射率を有す
ることを特徴としている。
　請求項４ の本願発明は、前記第１の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイ
バブラッググレーティングであることを特徴としている。
　請求項４ の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記光ファイバに形成されたファイ
バブラッググレーティングであることを特徴としている。
　請求項４ の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部
のそれぞれは、前記光ファイバに形成されたファイバブラッググレーティングであること
を特徴としている
　請求項４ の本願発明は、前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザから前記第１の光
帰還部よりも離れて配置されていることを特徴としている。
　請求項４ の本願発明は、前記第２の光帰還部の反射特性における半値全幅は、前記第
１の光帰還置の反射特性における半値全幅以上であることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部
は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れた前記光路の領域に互いに
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離れて配列され、前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の光帰還部からみて相対的に
遠くに位置する第２の光帰還部の最大反射率は、近くに位置する第２の光帰還部の最大反
射率以下であることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、２つ以上の前記第２の光帰還部を備え、前記第２の光帰還部
における反射特性の半値全幅は、前記第１の光帰還部における反射特性の半値全幅以上で
あり、前記第２の光帰還部は、前記半導体レーザからみて前記第１の光帰還部よりも離れ
た前記光路の領域に互いに離れて配列され、前記第２の光帰還部の配列では、前記第１の
光帰還部からみて相対的に遠くに位置する第２の光帰還部における反射特性の半値全幅は
、近くに位置する第２の光帰還部における反射特性の半値全幅以上であることを特徴とし
ている。
　請求項 の本願発明は、前記光ファイバには、前記半導体レーザと前記第１の光帰還
部又は前記第２の光帰還部との間に前記出力光の偏波変動を防止する偏波変動防止手段が
設けられていることを特徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記偏波変動防止手段は複屈折ファイバであることを特徴と
している。
　請求項 の本願発明は、前記半導体レーザの発振波長は９８０ｎｍ帯であることを特
徴としている。
　請求項 の本願発明は、前記半導体レーザの発振波長は、前記第１の光帰還部の反射
中心波長で決まることを特徴としている。
【０００６】
　好ましくは、前記第２の光帰還 、少なくとも第１の光帰還部における半値全幅の波
長範囲内では第１の光帰還 最大反射率以下となる反射率を有するものを用いる。
　また好ましくは、前記第１の光帰還部と前記第２の光帰還部との反射中心波長を略同一
とする。
【０００７】
更に好ましくは、前記第１の光帰還部と前記第２の光帰還部との反射中心波長の差を０．
５ｎｍ以内に設定する。
好ましくは、前記第１の光帰還部と前記第２の光帰還部は、反射中心波長が異なるものと
する。
また好ましくは、前記第２の光帰還部は、実質的に波長依存性のないフラットな反射レベ
ル特性を有し、反射率が前記第１の光帰還部の最大反射率よりも小さいものとする。
【０００８】
更に好ましくは、前記第１及び第２の光帰還部のいずれかをファイバブラッググレーティ
ングで構成する。
好ましくは、前記第１及び第２の光帰還部は、隣接する光帰還部間の長手方向中心位置の
距離を少なくとも５ｍｍ以上に設定する。
また好ましくは、前記第１の光帰還部および前記少なくとも１つの第２の光帰還部のうち
、いずれか２つ以上のものが、それぞれの反射特性を重ねあわせた反射特性を有するチャ
ープトブラッググレーティングとする。
【０００９】
更に好ましくは、、前記光帰還部を前記パッケージの外部に配置する。
好ましくは、前記光ファイバは、前記半導体レーザと前記光帰還部との間に光の偏波変動
を防止する偏波変動防止手段を設ける。
また好ましくは、前記偏波変動防止手段を複屈折ファイバとする。
更に好ましくは、前記複屈折ファイバを、コアに非軸対称性の応力が付与され、応力付与
部の断面形状が円形であるＰＡＮＤＡファイバ、断面扇状のボウタイファイバ、断面楕円
形状の楕円ジャケットファイバ、あるいはコアの導波構造が非軸対称に設定され、コアの
断面形状が楕円形の楕円コアファイバのいずれかとする。
【００１０】
好ましくは、前記半導体レーザの後端面から前記第１及び第２の光帰還部のいずれかの光
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帰還部の長手方向中心位置までの距離を１０ｃｍ以上とする。
また好ましくは、前記半導体レーザの発振波長を９８０ｎｍ帯とする。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の半導体レーザモジュールに係る実施形態例を図１乃至図１２に基づいて詳
細に説明する。
ここで、以下に説明する各実施形態においては、同一の構成要素に同一の符号を付すこと
で、重複した説明を省略する。
【００１２】
先ず、第１の実施形態に係る半導体レーザモジュール１は、図１（ａ），（ｂ）に示すよ
うに、パッケージ２、ぺルチェ素子３、ベース４、光ファイバ５、半導体レーザ６及びフ
ォトダイオード７を備えている。
パッケージ２は、ぺルチェ素子３、ベース４、光ファイバ５の一端側、半導体レーザ６及
びフォトダイオード７等を収納する。パッケージ２は、底板２ａ、周壁２ｂ及びカバー２
ｃを有し、周壁２ｂの上部にカバー２ｃが被着されている。また、パッケージ２は、周壁
２ｂにスリーブ２ｄが設けられ、スリーブ２ｄに光ファイバ５の後述する第２フェルール
５ｂが挿着されている。パッケージ２は、内部が、例えば窒素ガス等の不活性ガス雰囲気
とされている。
【００１３】
ぺルチェ素子３は、底板２ａ上に設置され、半導体レーザ６の駆動に伴う発熱を冷却して
所定温度に制御する温度制御素子である。ペルチェ素子３の上にベース４が載置されてい
る。ペルチェ素子３は、リード線３ａによって駆動電流がパッケージ２の外部から供給さ
れる。
ベース４は、図１に示すように、第１キャリア８，ヒートシンク９を介して半導体レーザ
６が載置されている。また、ベース４は、半導体レーザ６の後端面６ｂ側に第２キャリア
１０が、前端面６ａ側に光ファイバ５の一端に取り付けた第１フェルール５ａが、それぞ
れ配置されている。
【００１４】
光ファイバ５は、シングルモードファイバの他、種々の光ファイバが用いられ、レンズド
ファイバと、ＦＢＧを形成した光ファイバとが融着接続されている。前記レンズドファイ
バは、半導体レーザ６と対向配置される光結合手段としての楔型のレンズ部が一端に形成
されている。また、光ファイバ５は、一端側に第１フェルール５ａと第２フェルール５ｂ
が取り付けられている。光ファイバ５は、第２フェルール５ｂを介してスリーブ２ｄから
パッケージ２の外へ延出している。第１フェルール５ａは、支持部品５ｃ，５ｄによって
ベース４に設置されている。
【００１５】
　更に、光ファイバ５は、図１（ｂ）に示すように、第１あるいは第２の光帰還 なる
ＦＢＧ 1，ＦＢＧ 2，………ＦＢＧ i，………，ＦＢＧ nが形成されている。ＦＢＧ 1～ＦＢ
Ｇ nは、どのような並び順で配置しても構わないし、半値全幅の大きさの大小関係も問わ
ない。
　ここで、ＦＢＧ 1は本発明の第１の光帰還部として機能し、それ以外のＦＢＧ 2～ＦＢＧ
nは、それぞれ第２の光帰還部として機能する。第１の光帰還部（ＦＢＧ 1）は、半導体レ
ーザ６の発振波長を決める所定の反射中心波長に設定されている。一方、第２の光帰還部
（ＦＢＧ 2～ＦＢＧ n）は、レーザ出力を安定化させるための構成部分であり、１つだけで
もよいし複数あってもよい。
【００１６】
本実施形態の半導体レーザモジュール１は、ＦＢＧ 1～ＦＢＧ nをパッケージ２の外部に配
置している。これは、半導体レーザモジュール１に特性不良が生じた場合、高価なＦＢＧ
1～ＦＢＧ nの部分のみを取り外せば、ＦＢＧ 1～ＦＢＧ nの部分を他のモジュールに転用で
きる、という理由からである。

10

20

30

40

50

(11) JP 3833882 B2 2006.10.18

部と



また、波長９８０ｎｍ帯の半導体レーザモジュールの場合、パッケージ２内において半導
体レーザ６を前記レンズドファイバと光結合させている。これは、前記レンズドファイバ
とＦＢＧ 1～ＦＢＧ nとを光ファイバの短い長さの中に作り込むことが困難であるという理
由による。
【００１７】
ここで、図２（ａ）～（ｄ）には、縦軸を反射率Ｒ（％）、横軸を波長λ（ｎｍ）として
、例えば、ＦＢＧ 1，ＦＢＧ 2，ＦＢＧ i，ＦＢＧ nの反射特性の一例を示す。このとき、本
実施形態の半導体レーザモジュール１においては、ＦＢＧ 1～ＦＢＧ nは、それぞれ反射中
心波長λ c1～λ cnをそれぞれ略同一（例えば波長差２ｎｍ以内）とした。
【００１８】
即ち、ＦＢＧ 1～ＦＢＧ nは、それぞれ反射中心波長λ c1～λ cnが略同一（例えば波長差２
ｎｍ以内）で、半導体レーザ６から最も近い第１番目のＦＢＧ 1の半値全幅をΔλ 1、第２
番目に近いＦＢＧ 2の半値全幅をΔλ 2、…………、第ｉ番目に近いＦＢＧ iの半値全幅を
Δλ i、…………、第ｎ番目に近いＦＢＧ nの半値全幅をΔλ nとすると、Δλ 1≦Δλ 2≦
…………≦Δλ i≦…………≦Δλ nの関係が同時に成立するように設定した。
【００１９】
このとき、ＦＢＧ 1～ＦＢＧ n相互間における反射中心波長の差は、好ましくは２ｎｍ以内
、より好ましくは０．５ｎｍ以内、さらに好ましくは０．２ｎｍ以内とする。反射中心波
長をこのように設定すると、半導体レーザを所望の波長で安定して発振させ易く好ましい
。
また、ＦＢＧ 2～ＦＢＧ nは、少なくともＦＢＧ 1における半値全幅の波長範囲内ではＦＢ
Ｇ 1の最大反射率以下の反射率を有するものを使用することが望ましい。
【００２０】
更に、他の態様として、図３（ａ）～（ｄ）に示すように、ＦＢＧ 1～ＦＢＧ nは、縦軸を
反射率Ｒ（％）、横軸を波長λ（ｎｍ）としたときに、それぞれ反射中心波長λ c1～λ cn
が同一で、半導体レーザ６から最も近い第１番目のＦＢＧ 1の最大反射率をＲ 1、第２番目
に近いＦＢＧ 2の最大反射率をＲ 2、…………、第ｉ番目に近いＦＢＧ iの最大反射率をＲ i
、…………、第ｎ番目に近いＦＢＧ nの最大反射率をＲ nとすると、Ｒ 1≧Ｒ 2≧…………≧
Ｒ i≧…………≧Ｒ nの関係が同時に成立するように設定してもよい。
【００２１】
半導体レーザ６は、例えば、波長９８０ｎｍ帯のレーザ光を前端面６ａから光ファイバ５
に出射すると共に、後端面６ｂからフォトダイオード７にモニタ光を出射する。このとき
、半導体レーザ６は、例えば活性層と光ファイバ５の光軸との高さ方向の差ができるだけ
小さく、好ましくは数μｍ以内となるように、第１フェルール５ａに対して位置決めされ
る。このとき、第１フェルール５ａは、半導体レーザ６から出射される光と光結合効率が
略最大になる位置に配置されている。
【００２２】
フォトダイオード７は、図１（ａ）に示すように、受光面を傾けて第２キャリア１０上に
設けられ、半導体レーザ６の後端面６ｂから出射されるモニタ光を受光するモニタである
。ここで、前方から出力される光を分岐してモニタする構成もあるので、半導体レーザモ
ジュール１ではフォトダイオード７は必須の構成要素ではない。
【００２３】
本実施形態の半導体レーザモジュール１は以上のように構成され、以下、半導体レーザモ
ジュール１の動作について説明する。
先ず、半導体レーザ６から出射された光は、光ファイバ５に入射され、ＦＢＧ 1～ＦＢＧ n
によって元の半導体レーザ６側に帰還される。この帰還動作が繰り返されることで、半導
体レーザ６はＦＢＧ 1の反射中心波長λ c1においてレーザ発振する。このレーザ発振によ
って、半導体レーザ６は、前端面６ａから出力光となるレーザ光を、後端面６ｂからモニ
タ光となるレーザ光を、それぞれ出射する。
【００２４】
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このとき、半導体レーザ６からの距離の異なるＦＢＧ１～ＦＢＧｎからの光帰還によって
、半導体レーザ６の発振状態のコヒーレンシーが下がるため、レーザ出力が安定し、フォ
トダイオード７におけるモニタ電流も安定化する。
図４（ａ），（ｂ）に、半導体レーザモジュール１について、横軸を時間（秒）、縦軸を
モニター電流の変動率（％）としたグラフを示す。ここで、モニター電流の変動率は、６
００秒測定した間のモニター電流の平均値（＝変動率０％）からのずれとして定義される
。
【００２５】
図４（ａ）は、本実施形態において、第１の光帰還部が反射中心波長９７９ｎｍ、反射率
７％、半値全幅１ｎｍの１つのＦＢＧ 1であり、第２の光帰還部が反射中心波長９７９ｎ
ｍ、反射率２％、半値全幅２ｎｍのＦＢＧ 2（すなわちこの例では第２の光帰還部となる
ＦＢＧが１つのみ）である場合の結果を示す。一方、図４（ｂ）は本実施形態の比較例と
して、光帰還部が反射中心波長９７９ｎｍ、反射率１２％、半値全幅１．５ｎｍのＦＢＧ
１つのみである場合の結果を示す。
【００２６】
図４（ｂ）では、モニター電流の変動率が非常に大きく変動しているのに対し、図４（ａ
）では、モニター電流の変動率が非常に安定していることが分かる。このことから、本実
施形態の構成とすることによって、半導体レーザモジュール１は、半導体レーザ６のレー
ザ出力が安定化することが確認された。
一方、簡単のため第２の光帰還部が１つのときを考え、図５に示す半導体レーザモジュー
ル１５のように、光ファイバ５において第１の光帰還部となるＦＢＧ 1と第２の光帰還部
となるＦＢＧ 2とを距離Ｌ（≧５ｍｍ）をおいて隣接させて形成する。
【００２７】
半導体レーザモジュール１５は、上記のように光帰還部がモジュール構成全体で２つある
と、発振波長λ、光ファイバの屈折率ｎで決定される波長間隔λ 2／２ｎＬ程度の反射率
の変動が反射波形に形成される。このとき、半導体レーザモジュール１５は、距離Ｌが短
すぎると波長間隔が長くなり過ぎ、第１の光帰還部の中心波長近傍で形成される反射特性
内で反射率の大きい部分があらわれる回数が少なくなってしまう。このため、半導体レー
ザモジュール１５は、発振状態が不安定となるものと推定される。このような状況を回避
するため、距離Ｌを５ｍｍ以上に設定すると、半導体レーザモジュール１５は、更に半導
体レーザ６の発振状態のコヒーレンシーを有効に下げることができ、レーザ出力を安定化
することができるので好ましい。
【００２８】
次に、本発明の第２の実施形態を図６乃至図８に基づいて説明する。
半導体レーザモジュール２０は、図６に示すように、光ファイバ５に光帰還部となるＦＢ
Ｇ５ｅが形成されている。縦軸を反射率Ｒ（％）、横軸を波長λ（ｎｍ）としたときに、
第１の光帰還部と第２の光帰還部の反射特性を重ねあわせてなる全体として図７に示す反
射特性を有するチャープトグレーティングとして形成されている。
【００２９】
ＦＢＧ５ｅは、第１の光帰還部と第２の光帰還部の反射特性を示す複数のガウシアン関数
、例えば、図８（ａ）～（ｄ）に示すように、反射中心波長λ c1～λ c4がそれぞれ等しく
（λ c1＝λ c2＝λ c3＝λ c4）、最大反射率がそれぞれＲ 1，Ｒ 2，Ｒ 3，Ｒ 4の４つのガウシ
アン関数Ｆ G1，Ｆ G2，Ｆ G3，Ｆ G4の重ね合わせで表される反射特性を有し、屈折率変化の
周期が光ファイバ５の光軸方向に変化するチャープトグレーティングを使用した。
【００３０】
なお、チャープトグレーティングは、任意の光帰還部相互を組み合わせた反射波長特性を
有するように形成することができる。
以上のように、半導体レーザモジュール２０は、複数のＦＢＧの反射特性を重ね合わせた
チャープトグレーティングとして形成されたＦＢＧ５ｅを有する光ファイバ５を用いても
、半導体レーザ６の発振状態のコヒーレンシーを下げ、モニタ電流を安定させることがで
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きた。
【００３１】
このように、本発明の半導体レーザモジュールは、第１の光帰還部と第２の光帰還部とを
備える構成であるが、これら複数の光帰還部のそれぞれの反射特性を重ねあわせた単一の
光帰還部も使用可能である。
次いで、本発明の第３の実施形態を図１（ｂ）及び図９に基づいて説明する。
本実施形態の半導体レーザモジュールは、図１（ｂ）に示す半導体レーザモジュール１に
おいて、光ファイバ５の第１の光帰還部を構成するＦＢＧ 1と第２の光帰還部ＦＢＧ 2，・
・・，ＦＢＧ nに関し、その反射中心波長及びこれらの反射中心波長における反射レベル
が相違している点に特徴がある。
【００３２】
図９は、光ファイバ５の第１の光帰還部と第２の光帰還部に関する反射率（％）の分布の
一例を示す。
図９に示すように、第１の光帰還部であるＦＢＧ 1は、反射中心波長９７９ｎｍ、反射率
Ｒ＝７％、半値全幅１ｎｍである。第２の光帰還部であるＦＢＧ 2は、反射中心波長９８
３ｎｍ、反射率Ｒ＝１０％、半値全幅５ｎｍである。第２の光帰還部（ＦＢＧ 2）は、反
射中心波長における反射率が第１の光帰還部（ＦＢＧ 1）の反射中心波長における反射率
より大きい。しかし、第２の光帰還部（ＦＢＧ 2）は、第１の光帰還部（ＦＢＧ 1）におけ
る半値全幅の波長範囲内では第１の光帰還部の最大反射率よりも反射率が小さくなる反射
特性を有している。
【００３３】
一般に、半導体レーザ６が、第１の光帰還部（ＦＢＧ 1）と第２の光帰還部（ＦＢＧ 2～Ｆ
ＢＧ n）のどちらからの光によって発振するかは損失と利得の関係によって決まる。従っ
て、半導体レーザモジュール１は、波長に対する利得の形状が適切である半導体レーザ６
を用いて構成する。
すなわち、半導体レーザ６における活性層の利得係数をｇ、光の閉じ込め係数をΓとする
と、半導体レーザ６の導波構造における実効的な利得はΓ gと表すことができる。
【００３４】
ここで、半導体レーザ６の共振器長をＬ re、散乱などによる半導体レーザ内の損失をα i n

、半導体レーザ６の後端面６ｂにおける振幅反射率をｒ bとおく。また、半導体レーザ６
の前端面反射率、半導体レーザ６－光ファイバ５間のパワー結合効率、ＦＢＧ 1～ＦＢＧ n
の反射率等から計算される出射方向の実効反射率（一般に複素数）をｒ fとおく。
【００３５】
このとき、ミラー損失α mは
α m =（ 1/Ｌ re） ln（ 1/ｒ b｜ｒ f｜）…………式（１）
と表すことができる。
これらを用いて電界振幅のレーザ発振条件は、損失と利得がつり合う条件で
Γ g（λ） =α i n +α m (λ )……………………式（２）
と表すことができる。上式の括弧はレーザ発振条件に波長依存性があることを表している
。
【００３６】
また、位相のレーザ発振条件は活性層の屈折率ｎ 1を用いて
４πｎ 1Ｌ re/λ－２ｍπ =arg(ｒ f )…………式（３）
と表すことができる。ｍは整数である。
一般的には、上記式（２）と式（３）によって半導体レーザ６の発振波長が決定される。
式（２）をグラフに表すと、左辺は上に凸であり、右辺は下に凸である。よって、両辺の
波長依存性のグラフを描いた時にその交点が半導体レーザ６の発振波長となり得る。
【００３７】
よって、半導体レーザ６の特性によって決まる式（２）の左辺の波長依存性に対して、Ｆ
ＢＧ 1～ＦＢＧ nで決定される右辺の波長依存性が第１の光帰還部（ＦＢＧ 1）でのみ交点
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を持つように、半導体レーザ６とＦＢＧを、選択すれば良い。
このように、半導体レーザ６とＦＢＧ 1～ＦＢＧ nを適切に選定することにより、図９のよ
うに、第１の光帰還部（ＦＢＧ 1）よりも第２の光帰還部（ＦＢＧ 2）の方が反射中心波長
における反射率が大きい関係になっていたとしても、第１の光帰還部の中心波長のみで発
振させることができる。
【００３８】
また、図９に示すように、第２の光帰還部は、第１の光帰還部（ＦＢＧ 1）の反射中心波
長においては、第１の光帰還部（ＦＢＧ 1）よりも反射率は小さいが反射を生じている。
この第２の光帰還部（ＦＢＧ 2）からの光帰還によって、本実施形態の半導体レーザモジ
ュール１は、半導体レーザ６におけるレーザ発振のコヒーレンシーが下がり、モニター電
流を安定させることができる。
【００３９】
更に、本発明の第４の実施形態例を図１０乃至図１２に基づいて説明する。
本実施形態の半導体レーザモジュール２５は、図１０に示すように、第１の光帰還部とし
て、例えばＦＢＧ５ｆを用い、第２の光帰還部として、波長依存性のほとんどないフラッ
トな反射率特性を有し、前記第２の光帰還部の反射率が前記第１の光帰還部の最大反射率
よりも小さい光帰還部１６を用いる。ここで、第１の光帰還部であるＦＢＧ５ｆ及び第２
の光帰還部である光帰還部１６の反射率（％）の分布を図１１に示す。
【００４０】
このような光帰還部１６としては、例えばＦＢＧ５ｆの反射中心波長を含んだ広い波長帯
域内でフラットな反射レベル特性を有する誘電体多層膜、ＦＢＧその他の光フィルタ、も
しくは所定の反射率に設定された光ファイバの出射端面を用いることができる。
本実施形態では、ファイバ長手方向に対して先端を球面状に研磨、もしくは垂直に切断し
た光ファイバの出射端面を光帰還部１６として有する、例えばＰＣ (Physical Contact)コ
ネクタを用いた場合について説明する。
【００４１】
図１２（ａ），（ｂ）には、半導体レーザモジュール２５にかかる光出力Ｐ o（ｍＷ）及
びスロープ効率Ｓ e（Ｗ／Ａ）の注入電流（ｍＡ）に対する電流依存性を示す。ここで、
第１の光帰還部となるＦＢＧ５ｆとしては反射中心波長９７９ｎｍ、反射率７％、半値全
幅１ｎｍのものを用いた。
図１２（ａ）は、本実施形態例の半導体レーザモジュールについて、例えば光帰還部１６
の反射率が３％である上記ＰＣコネクタの場合の結果を示している。一方、図１２（ｂ）
は、本実施形態の比較例として、光ファイバの出射端面を第２の光帰還部として有するＡ
ＰＣ  (Angled Physical Contact)コネクタを用いた場合の結果を示している。ＡＰＣコネ
クタは、反射光をファイバに再び結合させないように、突合せ端面に斜め研磨加工が施さ
れた光コネクタである。
【００４２】
従って、この場合の第２の光帰還部は、光ファイバの出射端面が斜め研磨されているので
、反射率が１０ - 6％と非常に小さくなる。
図１２（ｂ）のＡＰＣコネクタを用いた半導体レーザモジュールでは、スロープ効率がな
だらかではなく、不安定になっていることが分かる。これに対して、図１２（ａ）のＰＣ
コネクタを用いた半導体レーザモジュール２０では、スロープ効率がなだらかであり、図
１２（ｂ）のような不安定性が解消されているのが分かる。
【００４３】
このように、波長依存性のほとんどないフラットな反射レベル特性を有し、反射率が第１
の光帰還部であるＦＢＧ５ｆの最大反射率よりも小さい光帰還部１６を用いた場合でも、
半導体レーザモジュール２５は、発振状態が安定することが確認できた。
ここで、光帰還部１６として、誘電体多層膜、ＦＢＧその他の光フィルタを用い、これら
の光フィルタを通過した光を他のモジュールその他に接続する光コネクタとしてＡＰＣコ
ネクタを用いると、光コネクタでの反射が低く抑えられる。従って、ＡＰＣコネクタを用
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いた半導体レーザモジュールは、光フィルタにより所望の反射率で光を半導体レーザ側に
反射させることができるという点で好ましい。
【００４４】
ここで、上記各実施形態の半導体レーザモジュールは、波長９８０ｎｍ帯の光を出力する
半導体レーザ６を使用している。
この種の半導体レーザ６は、一般的に、他の波長帯の光を出力するものに比べて、モニタ
光の出力強度の時間的安定性が低いことが知られている。
よって、本発明は、どのような波長の半導体レーザ６にも適用できるものであるが、本発
明を波長９８０ｎｍ帯の半導体レーザ６を用いた半導体レーザモジュールに適用すること
は非常に効果が大きい。
【００４５】
また、ＦＢＧをパッケージ２の外部に配置することは、共振器長を長くすることも意味す
る。これにより、半導体レーザモジュールは、レーザ発振のコヒーレンシーをより効果的
に下げることができるので、好ましい。本実施形態では、例えば半導体レーザ６の後端面
６ｂから第１の光帰還部の光ファイバ５に沿った長手方向中心位置までの距離を１０ｃｍ
以上とした。
【００４６】
更に、上記各実施形態のように、ＦＢＧをパッケージ２の外部に配置すると、半導体レー
ザ６とＦＢＧとの間における光ファイバ５の屈折率の変動等により、半導体レーザモジュ
ールは、レーザ発振が不安定になることが懸念される。
よって、半導体レーザモジュールは、少なくとも半導体レーザ６とＦＢＧとの間では、光
ファイバ５として、コアに非軸対称性の応力が付与され、応力付与部の断面形状が円形で
あるＰＡＮＤＡ ( olarization-maintaining  bsorption-reducing)ファイバ、断面扇
状のボウタイファイバ、断面楕円形状の楕円ジャケットファイバ、あるいはコアの導波構
造が非軸対称に設定され、コアの断面形状が楕円形の楕円コアファイバ等の複屈折ファイ
バを使用し、光の偏波変動を抑制する構成とした方が好ましい。
【００４７】
以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明の半導体レーザモジュール
は、上記構成に限定されるものではない。一例として、光結合手段については、光ファイ
バ５に対し、半導体レーザ６の前端面６ａから出射されるレーザ光を、大きな接続損失を
伴うことなく入射できれば、レンズドファイバの楔型レンズ部に限定されるものでない。
例えば、先球ファイバの先球部や単体レンズを用いたレンズ系等、適当な光学系による光
結合手段を使用することができる。
【００４８】
【発明の効果】
請求項１乃至１５の発明によれば、レーザ出力を安定させることができる半導体レーザモ
ジュールを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る半導体レーザモジュールの全体構成を示す断面正
面図（ａ）と、半導体レーザモジュール及び光ファイバに形成される複数のＦＢＧを示す
概略構成図（ｂ）である。
【図２】図１の半導体レーザモジュールで使用する光ファイバに形成される複数のＦＢＧ
1～ＦＢＧ nに関し、横軸に波長、縦軸に反射率をとった、反射レベルの波長依存性を示す
特性図の一例である。
【図３】図１の半導体レーザモジュールで使用する光ファイバに形成される複数のＦＢＧ
1～ＦＢＧ nに関し、横軸に波長、縦軸に反射率をとった、反射レベルの波長依存性を示す
特性図の他の例である。
【図４】図１の半導体レーザモジュールについて、横軸に時間、縦軸にモニタ電流の変動
率をとった、モニタ電流の変動率の経時変化を測定した結果を示す計測図で、第１の光帰
還部と第２の光帰還部を設けた本実施形態の結果（ａ）と、第１の光帰還部のみの比較例
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の結果（ｂ）である。
【図５】本発明の第１の実施形態に係る半導体レーザモジュールの変形例を示す概略構成
図である。
【図６】本発明の第２の実施形態に係る半導体レーザモジュール及び光ファイバに形成さ
れる光帰還部を示す概略構成図である。
【図７】図６の光ファイバに形成されるＦＢＧに関し、横軸に波長、縦軸に反射率をとっ
た、反射レベルの波長依存性を示す特性図である。
【図８】図６のＦＢＧが有する波長特性を形成する複数のガウシアン関数のそれぞれを反
射率と波長との関係で個々に示した、反射レベルの波長依存性を示す特性図である。
【図９】本発明の第３の実施形態に係る半導体レーザモジュールに形成される第１、第２
の光帰還部となるＦＢＧに関し、横軸に波長、縦軸に反射率をとった、反射レベルの波長
依存性を示す特性図である。
【図１０】本発明の第４の実施形態に係る半導体レーザモジュール及び光ファイバに形成
される光帰還部を示す概略構成図である。
【図１１】半導体レーザモジュールに形成される第１、第２の光帰還部となるＦＢＧに関
し、横軸に波長、縦軸に反射率をとった、反射レベルの波長依存性を示す特性図である。
【図１２】本発明の第４の実施形態に係る半導体レーザモジュールに関し、横軸に注入電
流をとり、縦軸に出力光の電流値とスロープ効率をとった特性図で、第２の光帰還部とし
てＰＣコネクタを用いた本実施形態の場合（ａ）と、第２の光帰還部としてＡＰＣコネク
タを用いた比較例の場合である（ｂ）。
【符号の説明】
１　　　　　　　　　半導体レーザモジュール
２　　　　　　　　　パッケージ
３　　　　　　　　　ぺルチェ素子
４　　　　　　　　　ベース
５　　　　　　　　　光ファイバ
５ｅ，５ｆ　　　　　ファイバブラッググレーティング（光帰還部）
６　　　　　　　　　半導体レーザ
７　　　　　　　　　フォトダイオード
８　　　　　　　　　第１キャリア
９　　　　　　　　　ヒートシンク
１０　　　　　　　　第２キャリア
１５，２０，２５　　半導体レーザモジュール
ＦＢＧ 1～ＦＢＧ n　　ファイバブラッググレーティング（光帰還部）
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】 【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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